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論文の内容の要旨
　本論文は，まず，ヘドニック・アプローチ（HA）においてその分析を困難にしている計量経済学的問題点を改
善・克服する計量経済学的方法を提示し，次に，その方法を東京の中心業務地区（CBD）のオフイス賃貸料デー
タに応用し，その実証的有効性を検証することを目的としている。本論文の構成は以下の通りである。第1章で
は，HAの学説史的展望，計量経済学的問題点の指摘と，以下に続く各章の動機付けについて述べている。第2章
から第4章は本論文の根幹を成す部分であり，三つの問題点を個別に取り上げて，それらの改善方法の提案とオ
フイス賃貸料への応用結果について述べ，第5章で結論を述べている。
　第2章では，実際の取引価格が入手困難であることに因る問題を取り上げている。HAで使用される価格データ
は，その入手が困難な実際の取引価格ではなく，供給者による「言い値」としての価格であることが多い。実際
の取引においては値引きが起こり得るため，「言い値」は実際の取引価格に等しいか，あるいは実際の取引価格よ
り高い。そのため，推計式に含まれる誤差項は平均が非ゼロの非対称分布に従うと考えるのが自然であり，最小
二乗法（OLS）を適用する場合には，有効性と識別可能性についての問題が生じる。この問題を改善するために，
誤差項の分布を特定化して最尤法を適用することを提案している。
　CostFr㎝tierEstimationで用いられている特定化を参考にしながら誤差項分布の特定化を行っている。値引き交
渉における空室率の影響をも考慮しながら，従来のHAで行われてきた推論を可能にし，かつ，値引率の推定を
も可能にする推論の枠組みを提案している。これをオフィス賃貸料の分析に応用した結果，値引率は中古オフイ
スより新築オフィスの方が大きい，バブル期よりもそれ以後の資産デフレ期の方が大きい，などの興味深い結果
を得ている。
　第3章では，主に諾特性が高い相関を示すことに起因する多重共線性に因る，諾特性の計算価格を推定する際
の推定精度の問題を取り上げている。標本情報のみを利用しつつ，多重共線性の改善を試みる方法には，回帰関
数の関数型変更を伴うという問題がある。したがって，問題の原因（多重共線性）はそのままに，問題の結果（推
定精度の低さ）を直接的に別の方法によって改善する方が好ましいと思われる。言い換えれば，標本情報には含
まれない追加的な非標本情報を利用して，推定精度の向上を図ることが望まれる。よって，HAにおいて利用可能
な唯一の非標本情報，すなわちヘドニック価格関数（旺F）の単調性を，○LS推定に組み入れる方法を提案して
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いる。
　HPFの単調性は，線形回帰モデルにおいては，パラメタについての線形不等式系として表現される。これを制
約条件とした最小二乗定量（CLS）は，二次計画問題の最適解として定義される。CLSをオフィス賃貸料データに
適用し，外挿予測誤差について，CLSが○LSよりも優れているという結果を得ている。さらに，モンテカルロ実
験により，計算価格の推定精度（平均二乗誤差）について，C氏が○LSよりも優れており，多重共線性が深刻で
あればあるほど改善の程度が大きいという結果を得ている。
　第4章では，肥Fの関数型特定化の問題を取り上げている。肥Fについては，経済理論からは，単調性以外に
は何ら関数型に関する制約が無い。したがって，その関数型は専ら経験的に選択されなければならない。
先行研究においてこの点に関する提言がなされ，Box－Cox変換を用いた推論が，この点に関して注意深い研究者の
あいだでの標準的方法として定着していると言える。しかし，有限次元のパラメタについての推論という意味で
は，極めて制約的な特定化であることに変わりはない。それに対して，近年開発の進んでいるノンパラメトリッ
ク法は，いわば無限次元のパラメタについての推論であり，微分可能性等の若干の技術的仮定を除けば，関数型
についての先験的制約からはほぼ完全に解放された推論が可能である。ただし，この長所がある一方で，推定精
度が低いという短所がある。
　ノンパラメトリック法と伝統的なパラメトリック法の中問に位置するセミパラメトリック法によれば，一部の
興味あるパラメタについて，パラメトリック法と同等の推定精度を得ることが可能である。そこで，本章では，セ
ミパラメトリック法のひとつであるPartia11yL1ne砒Re罫essi㎝（PLR）Mode1をHPF推定に適用する方法を提案す
る。この方法を，オフィス賃貸料データに適用して実証分析を行い，PLRの有効性を検証している。
　第5章は結論の章であり，本論文で成された研究のまとめと今後に残された課題について述べている。
審査の結果の要旨
　近藤康之氏は，ヘドニック・アプローチにおける計量経済学的諾問題に関して広範囲の展望を行った上で，特
に重要と思われる三つの問題に対して，改善の方法を提案し，東京のオフィス賃貸料データを用いて，これら方
法の実証的有効性を検証している。問題点の整理も簡潔，明瞭に行っており，論文全体を通して，理論的研究と
実証分析がバランス良くなされ，それぞれの章で画期的でかつ興味深い実証結果が得られている。特に，セミパ
ラメトリック法の一つであるPLRMode1を，ヘドニック価格関数推定に適用する方法を提案した第4章は，近藤
氏の計量経済学の研究者としての高い能力を窺わせるものである。本論文は，全体としてレベルの高い学位請求
論文になっている。
　本論文の第2章をもとに，専門学術誌である畑o燃疵co〃o刎北地o加〃（審査制度有り）にユ本の論文が採択さ
れている。
　よって，著者は博士（社会経済）の学位を受けるに十分な資格を有するものと認める。
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